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Ⅲ-1-12-1 

（運転員の確保） 

第１２条 

運用部長は，安全確保設備等の運用※１にあたり原子炉施設の運転に必要な知識を有する

者を確保する。なお，原子炉施設の運転に必要な知識を有する者とは，原子炉施設の運転

に関する実務の研修を受けた者をいう。 

 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等の運用にあたり，必要な知識を有す

る者を確保する。なお，安全確保設備等の運用に必要な知識を有する者とは，各プログ

ラム部長及び各ＧＭが安全確保設備等の運用に関する力量の確認を行った者をいう。 

 

３．運用部長は，安全確保設備等の運用※１にあたって前項で定める者の中から，１班あた

り表１２に定める人数の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務を行わせる。な

お，特別な事情がある場合を除き，運転員は連続して 24 時間を超える勤務を行ってはな

らない。また，表１２に定める人数のうち，それぞれ１名は当直長とし，運転責任者と

して原子力規制委員会が定める基準に適合した者の中から選任された者とする。 

 

 表１２ 

         

 
１～４号当直 水処理当直 

１班あたりの人数 ４名以上 ６名以上 

 

４．運用部長は，当直長又は当直副長を常時免震重要棟に確保する。 

 

※１：当直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭが運用する業務を除く。なお，当直長は，

当直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭが業務を行うために連絡する必要がある

と判断した場合には，当直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭに連絡を行う。 

 



Ⅲ-1-附則-1 

附  則 

 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から６０日以内に施行する。 

 

附則（令和２年８月３日 原規規発第 2008037 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．添付１（管理区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟，添付２（管理

対象区域図）の全体図における免震重要棟及び入退域管理棟並びに免震重要棟及び入退

域管理棟の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用

することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条，第３８条，第３９条及び第４２条の２の表４２の２－１における増設焼却炉

建屋排気筒から放出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却

設備の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区

域図面並びに添付２（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却

炉建屋の管理対象区域図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用す

ることとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，油処理装置の運用を開始した時点から適用する

こととし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071 号） 

（施行期日） 

第１条 



Ⅲ-1-附則-2 

２．第３条，第５条及び第４２条の２については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運

用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276 号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から

順次適用する。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第４項の１号炉復水貯蔵タンク水については，運用開始時点から

適用する。 


